令和４年度八王子市障害者（児）施設整備費補助金交付要綱　　　　　　　　
令和４年４月１日制定
第1　趣旨
この要綱は、社会福祉法人その他の者が設置する障害者通所施設等の施設整備等や老朽化した障害者支援施設等の大規模な修繕に要する経費の一部を予算の範囲内で補助するに当たり、補助金等の交付の手続等に関する規則（昭和35年八王子市規則第19号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
第2　補助対象事業
この補助は、社会福祉法人その他の者が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）第79条第2項及び第83条第4項、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第34条の3第2項、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第28条第3項並びに社会福祉法（昭和26年法律第45号）第2条第2項第4号並びに第3項第2号、第4号の2及び第5号の規定により設置する施設及び事業所（以下「施設等」という。）の創設、改築、大規模修繕等の整備に係る事業で、次の各号に該当するものに対して行う。

（1）次に掲げる施設整備事業を行う施設等で、それぞれ定める条例等に適合するもの
ア　障害者総合支援法第5条第1項に基づく障害福祉サービス事業（同条第6項に規定する療養介護、同条第7項に規定する生活介護、同条第8項に規定する短期入所、同条第12項に規定する自立訓練、同条第13項に規定する就労移行支援又は同条第14項に規定する就労継続支援に限る。）を行う事業所にあっては、八王子市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和3年八王子市条例第73号）及び八王子市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（令和3年八王子市条例第74号）に適合するもの
イ　障害者総合支援法第5条第11項に規定する障害者支援施設にあっては、八王子市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和3年八王子市条例第75号）及び八王子市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（令和3年八王子市条例第76号）に適合するもの
ウ　身体障害者福祉法第5条第1項に基づく身体障害者社会参加支援施設（補装具製作施設、盲導犬訓練施設及び視聴覚障害者情報提供施設に限る。以下同じ。）にあっては、身体障害者社会参加支援施設の設備及び運営に関する基準（平成15年厚生労働省令第21号）に適合するもの
エ　障害者総合支援法第5条第28項に規定する福祉ホームにあっては、八王子市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例（令和3年八王子市条例第78号）に適合するもの
オ　障害者総合支援法第5条第2項に規定する居宅介護、同条第3項に規定する重度訪問介護、同条第4項に規定する同行援護、同条第5項に規定する行動援護（以下「居宅介護等」という。）又は同条第17条に規定する共同生活援助を行う事業所にあっては、八王子市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和3年八王子市条例第73号）に適合するもの
カ　児童福祉法第6条の2の2第2項に規定する児童発達支援、同条第4項に規定する放課後等デイサービス又は同条第5項に規定する保育所等訪問支援を行う事業所にあっては、八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（令和元年八王子市条例第6号）に適合するもの
キ　障害者総合支援法第5条第18項に規定する相談支援を行う事業所にあっては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第27号）又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第28号）に適合するもの
ク　児童福祉法第6条の2の2第7項に規定する障害児相談支援を行う事業所にあっては、児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第29号）に適合するもの
（2）施設整備事業に要する経費について､自己負担金の財源措置が確実であるもの
（3）社会福祉施設等施設整備費の国庫補助について（厚生労働省発社援第1005003号平成17年10月5日）別紙「社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱」（以下「国庫補助要綱」という。）に基づく交付の決定を受けたもの
第3　補助対象経費
この補助金の対象経費は、前条の規定により補助対象事業とされる施設等のうち別表1に定める整備に必要な施設整備費及び特別な事情により市長が特に必要と認めた付帯工事費とする。ただし、次の各号に掲げる費用は対象としない。
（1）土地の買収又は整地に要する費用
（2）職員の宿舎に要する費用
（3）その他整備費として適当と認められない費用
第4　補助対象団体等

補助対象団体は、第2に掲げる施設整備事業を行う社会福祉法人その他の者とする。ただし、次に掲げるものである場合、この要綱に基づく補助金の交付の対象としない。
（1）暴力団（八王子市暴力団排除条例（平成23年八王子市条例第23号。以下「暴排条例」という。）第2条第1号に規定する暴力団をいう。）
（2）法人その他の団体の代表者、役員、使用人その他の従業者又は構成員に、暴力団員等（暴排条例第2条第2号に規定する暴力団員及び同条第3号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）に該当する者があるもの

第5　補助金の交付額
この補助金の交付額は、次により算出する。
（1）創設、改築、老朽民間社会福祉施設整備、増築及び避難スペース整備の場合については、第2（1）に定める施設等の種類ごとに、次により算出する。
別表2の第1欄に定める種目について第2欄に定める基準額の合計額と第3欄に定める対象経費の実支出額の合計額（ただし、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人、医療法人、日本赤十字社、公益社団法人、一般社団法人、公益財団法人、一般財団法人、特例民法法人及び特定非営利活動促進法（平成10年法律第7号）に定める特定非営利活動法人（以下「社会福祉法人等」という。）の場合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額がこれを下回る場合はその額）に4分の3の補助率を乗じて得た額とを比較して少ない方の額の範囲内の額を交付額とする。ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
（2）大規模修繕等、スプリンクラー設備等工事（既存施設に設置する場合）の場合については、次により算出する。

別表2の第2欄に定める基準額と第3欄に定める対象経費の実支出額（ただし、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額がこれを下回る場合はその額）とを比較して少ない方の額に、4分の3の補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。
第6　補助金の交付申請
この補助金を受けようとする者は、補助金交付申請書（第1号様式）に関係書類を添えて、別に定める期日までに市長に提出するものとする。
第7　補助金の交付決定
市長は、補助金の交付申請のあった事業について、適当と認める場合は、別紙1の条件を付して補助金の交付を決定し、その決定の内容を交付決定通知書（第2号様式）により、申請者に通知する。
第8　事情変更による決定の取消し等

　　この補助金の交付決定後に事情の変更等により、市長が特に必要と認めるときは、この決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分についてはこの限りでない。
第9　補助事業の完了時期
補助事業は、補助金の交付の決定に係る会計年度中に完了しなければならない。
第10　事故報告
補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、その理由及び遂行の見通し等を書面により市長に報告し、その指示を受けなければならない。

第11　実績報告
補助事業が完了したとき、補助事業が予定の期間内に完了しないまま補助金の交付決定に係る会計年度が終了したとき、又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、それらの事実があったときから30日以内に、補助事業の実績報告書（第3号様式）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。
第12　補助金の額の確定
市長は、第11の実績報告の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し交付確定通知書（第4号様式）により申請者に通知する。
第13　是正のための措置
　市長は、第12の調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための措置をとるべきことを命ずることができる。
2　第11の実績報告は、前項の命令により必要な措置をした場合においてもこれを行わなければならない。この場合において、同条中「30日以内に」とあるのは「直ちに」と読み替えるものとする。

第14　補助金の請求

補助事業完了後に、第12に定める補助金の額の確定があったときは、請求書(様式第5号)により市長に請求するものとする。

第15　決定の取消し
次の各号のいずれかに該当したときは、市長は補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
（1）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
（2）補助金を他の用途に使用したとき。
（3）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令若しくはこの交付の規定に基づく命令に違反したとき。

（4）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産等については、補助事業者が別紙1の補助条件に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保権を設定する等を行ったため、交付目的が達成されないことが明らかになったとき。

（5）交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員を含む。）が、第4各号に該当するに至ったとき。
（6）国庫補助要綱に基づく交付の決定を取り消されたとき。
2　前項の規定は、第12の規定により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。
第16　補助金の返還
補助事業者は、補助金の交付決定を取り消された場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、市長の指示するところによりその額を返還しなければならない。
2　第12の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その差額を返還しなければならない。
3　やむを得ない理由で、補助金等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（平成20年7月11日付厚生労働省告示第384号）に規定する処分制限期間（以下「処分制限期間」という。）満了まで事業を継続できなかった場合は、所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第120条の2に規定する定額法により残存価格を算出し、算出された残存価格に補助金交付額を乗じ、総事業費で除した金額を返還額とし、市に返還すること。ただし、金額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
なお、残存価格を算出する際は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）の別表第8に定める償却率を適用するものとする。
第17　開設の報告

補助事業者は、補助事業により第2（1）カに定める施設を開設したときは、その開設の日から10日以内に、開設報告書（第6号様式）に関係書類を添えて、施設の開設を市長に報告しなければならない。
第18　補助事業の見直し
来年度以降の八王子市障害者（児）施設整備費補助事業については、市が定める「補助金制度見直し方針（平成31年2月）」に則り、適宜見直しを図るものとする。
　　　附　則

1　この要綱は、令4和年4月1日から施行する。
2　交付額の算定については、原則として着工した年度の単価及び算定方法を適用する。ただし、事故繰越等となった場合は、当初着工予定であった年度の単価及び算定方法を適用する。

